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国名
海上警備強化機材整備計画

マレーシア

Ⅰ 案件概要

事業の背景

世界で最も重要な航路の一つであるマラッカ海峡では、海賊の被害が頻発していた。海上治安を一元的に維持
し捜索救難（SAR：Search and Rescue）を行うために、2005 年に海上法令執行庁（MMEA）が設立された。また、
マレーシア海上監視システム（MSSS）が MMEA に移管され強化されたが、2005 年の時点で、同システムではマラ
ッカ海峡の 30％しかカバーできない状況であった。他方、マレーシア海上警察（MPF）は王立マレーシア警察（RMP）
の下部組織として領海内における法令執行業務を実施していたが、夜間監視活動に必要な機材や高速艇が不足し
ていた。

事業の目的
MSSS 及び海上警察活動に必要な機材の調達により、マラッカ海峡及び周辺マレーシア海域におけるMMEA 及び

MPF の海上監視、取り締まり、通信、統制能力強化を図る。

実施内容

1. 事業サイト：
[MMEA]ランカウイ、クラン、ジョホールの 3 つのエリア管理センター（ACC）及びクマロン、アンサ、ジュ
グラ、ウンダン、ピアイの 5つの遠隔センサーサイト（RSS）
[MPF]ペナン、タンポイ、ルムッの MPF 基地

2. 日本側の実施
[MMEA]レーザーカメラシステム（3式）、無線方位探知システム（2式）（計画どおり）
[MPF]ゴーグル型夜間暗視装置（40 台）、双眼鏡型レンジファインダー（40 台）、デジタル携帯無線機（60
台）、複合型高速艇（4隻）、機材の初期操作指導（計画どおり、一部機材の仕様変更あり）

3. 相手国側の実施
[MMEA]特になし
[MPF]複合型高速艇の各基地への国内輸送

事前評価実
施年

2007 年 交換公文締結日
[MMEA]2008 年 1 月 25 日
[MPF]2009 年 3月 30日

事業完了日
[MMEA]2009 年 2 月 12 日
[MPF]2010 年 9 月 24 日

事業費
交換公文限度額： [MMEA]473 百万円

[MPF]278 百万円
供与額： [MMEA]453 百万円

[MPF]249 百万円
相手国実施
機関

[MMEA]首相府海上法令執行庁（MMEA）
[MPF]王立マレーシア警察（RMP）

受注企業
[MMEA]株式会社オリエンタルコンサルタンツ、丸紅株式会社
[MPF]財団法人日本造船技術センター、丸紅株式会社

Ⅱ 評価結果

1 妥当性

本事業の実施は、事前評価時・事後評価時ともにマレーシアの開発政策及び開発ニーズと十分に整合している。本事業と関
連性の高い開発政策として、マラッカ・シンガポール海峡の航行安全と環境保全のための国際協力促進をめざした「マラッカ・
シンガポール海峡における航行安全と環境保全の向上に関するクアラルンプール声明（2006 年）」1、航行安全システムの向上・
拡大及び船舶行動監視能力強化をめざした「第 3次長期総合計画（OPP3）（2001-2010 年）」及び「第 9次マレーシア計画（9MP）
（2006-2010 年）」、増加し続ける地域海上治安へのニーズを満たすための海事施設強化に重点を置く「第 10 次マレーシア計画
（2011-2015 年）」及び監視・取り締まり能力向上のために海上基地における捜索救難機材のさらなる増加と更新の必要性を定
めた「マレーシア海事戦略計画（MMSPP）（2011-2040年）」第 5章（2011-2015 年）が挙げられる。

開発ニーズについて、事前評価時から事後評価時まで一貫して、MMEA と MPF の能力強化によりマラッカ海峡における不法行
為に対処する必要性がみとめられる。また、本事業は事前評価時において、マレーシアが自助努力のみで課題克服が困難な分
野への支援を行うと定めた国別援助計画（2002 年）やテロ対策等治安無償資金協力（本事業が該当）等の日本の援助政策とも
整合している。よって、妥当性は高い。

2 有効性・インパクト

本事業の実施により、事業目的として掲げられた「マラッカ海峡及び周辺マレーシア海域における MMEA 及び MPF の海上監
視、取り締まり、通信、統制能力強化」については、効果が概ね発現した。

MMEA では、本事業で調達された機材は概ね計画どおりに2管理3・活用されている。ウンダン RSSの無線方位探知システム（1
式）が、雷により機材を起動するためのコンピューターが故障したため、2014 年 5月から 8月まで使用されなかったが、同年
8月に修理され、運用が再開された。本事業により一定数の RSS にて整備された機材及び、MMEA により他のRSS にて整備され
た機材の活用により、主要海域全域が被映像監視海域（指標 1）かつ被遭難電波/不法無線監視海域（指標 2）となった。

MPF では、本事業で調達された機材は概ね良好に管理されている。双眼鏡型レンジファインダー40 台のうち 11 台の修理が

                                                  
1 この声明は、国際海事機構（IMO）、マレーシア、インドネシア、シンガポールが主催し、28カ国及び国際機関が出席した「マラッカ・シ

ンガポール海峡に関する会議」（2006 年、クアラルンプール）にて採択された。
2 レーザーカメラシステム 3式のうち 1式は、当初計画された RSS に設置された後、マラッカ海峡において戦略的に重要な犯罪多発地域に

ある、他の RSSへ移された。これは、MMEAにより調達された他のレーザーカメラを修理している間に、犯罪多発地域をより効果的に監視す

るために必要であると MMEAが判断したことによる。
3 輸出貿易管理令によれば、本事業で調達された機材は無線機及び複合型高速艇以外は軍事用途に転用可能な高度技術汎用品に該当する。

2007 年 4月 23 日付けの基本設計調査討議録において、マレーシア側と日本側は「いかなる場合においても本事業で調達される機材は軍事

目的に用いない」ことを確認した（「7.その他関連事項（3）」）。



必要な状況となっているが、修理に必要な予算については 2015 年度予算にて確保済みであり、今後修理に向けて調達準備を
進めている4。本事業で調達された機材の活用により、MPF は夜間監視活動を行えるようになり（指標 3）、基地と船艇との間で
秘匿を要する通信が行えるようになったほか（指標 4）、高速の不法船に対する取り締まり活動が可能となった（指標 5）。

インパクトについて、捜査件数の増加から MMEA の活動により治安が向上したことがうかがえ、MPFからは複合型高速艇を用
いて人身売買や外国人不法入国者の密輸を捕えた成功例が報告されており、MPF の監視海域拡大が適切で効果的な監視につな
がったと考えられる。検挙率はさらなる改善の余地があるが、本事業は調達機材の活用によりマラッカ海峡における海上監視
の改善に貢献したと考えられる。

よって、有効性・インパクトは高い。

定量的効果

指標
2007 年

（実施前）実績値

目標年 2010 年

目標値

目標年 2010 年

実績値

事後評価年 2014 年

実績値

指標 1[MMEA]： （マラッカ

海峡の主要海域における）

レーザーカメラシステムに

よる被映像監視海域

66％

3つのRSSによりカバーさ

れていた

100％

9つの RSSによりカバー

され、うち3つの RSS（ク

マロン、アンサ、ジュグ

ラ）が本事業対象

100％

9つの RSSによりカバー

され、うち3つのRSS（ク

マロン、アンサ、ジュグ

ラ）が本事業対象

100％

9つの RSSによりカバー

され、うち3つの RSS（ア

ンサ、ワンファソムバン

ク、ジュグラ）が本事業

対象

指標 2[MMEA]： （マラッ

カ海峡の主要海域におけ

る）無線方位探知システム

による被遭難電波/不法無

線監視海域

66％

2つのRSSによりカバーさ

れていた

100％

6つの RSSによりカバー

され、うち2つの RSS（ウ

ンダン、ピアイ）が本事

業対象

100％

6つの RSSによりカバー

され、うち2つのRSS（ウ

ンダン、ピアイ）が本事

業対象

100％

6つの RSSによりカバー

され、うち2つの RSS（ウ

ンダン、ピアイ）が本事

業対象

指標 3[MPF]: 夜間暗視及

び距離測定の手段（半島北

部及び南部方面）

47 隻の小型巡視船艇のい

ずれも手段なし

計 47 隻の小型巡視船艇

すべてにゴーグル型夜

間暗視装置及び双眼鏡

型レンジファインダー

（各 40 台）を配備

[データなし]

計 40 隻の小型巡視船艇

にゴーグル型夜間暗視

装置 40 台及び双眼鏡型

レンジファインダー29

台を使用可能設備とし

て配備（1）

指標 4[MPF]： MPF の無線

網を使用した秘匿を要する

通信を行う能力（半島北部

及び南部方面）

計 18 基地（北部 8基地、

南部 10 基地）及び 47 隻

の小型巡視船艇において

デジタル携帯無線機が配

備されていなかった

18 基地（少なくとも各

基地に 1 台）及び 47 隻

の小型巡視船艇にデジ

タル携帯無線機 60 台を

配備

15 基地（北部 7 基地、

南部 8 基地）（2）及び 40

隻の小型巡視船艇に使

用可能なデジタル携帯

無線機 60台を配備

15 基地（北部 7 基地、

南部 8 基地）（2）及び 40

隻の小型巡視船艇に使

用可能なデジタル携帯

無線機 60台を配備

指標 5[MPF]： 複合型高速

艇の運用（高速化した不法

船に対応する能力）

高速化した不法船（50 ノ

ット未満）に対応できる

船艇がなかった

高速化した不法船（50

ノット未満）に対応でき

る高速艇 4隻を配備

高速艇 4 隻すべてが高

速化した不法船に対応

可能

高速艇 4 隻すべてが高

速化した不法船に対応

可能

(注) （1）小型巡視船艇の数は一部が老朽化により廃棄されたため、2007年の 47隻から減少した。

（2）北部の 1基地及び南部の 2基地が閉鎖されたため、基地数は 2007 年と比して減少した。

出所：MMEA及び MPF

3 効率性

事業費及び事業期間ともに計画内に収まった（計画比はそれぞれ 93％及び 98％）。アウトプットについては、概ね計画どお
りであったことが確認された。よって、効率性は高い。
4 持続性

本事業で調達された機材の運営・維持管理は実施機関である MMEA 及び実施機関の下部組織である MPF によって行われてい
る。

MMEA の役割は事前評価時に想定されたとおりであり、適切な数の職員が配置されている。MPF については、取り締まりにお
ける役割（管轄）は 2014 年 7 月以降、マレーシア領海へと拡大した。以前はその管轄は河川、島、港湾、湖、浜辺のみに限
定されていたが、2013年2月にスールー王国軍と称する武装勢力によるフィリピン側からのサバ州南東部侵入事案発生により、
政府は治安強化へと政策を変更した。この変更を受けて、2015 年末までに最低 1000 名の新たな人員を採用すること、また新
たに 5隻の高速艇の調達することを決定し、既に必要予算が配分され、今後具体的な採用、調達を進める予定である。

技術面においては、本事業で調達された機材がすべて統合された MSSS の MMEA による運営・維持管理に特段の問題はない。
また、MMEA は維持管理能力を保つべく、MSSS の各項目について毎年継続して技術的なトレーニングを実施している。本事業
と並行し、MMEA に対しては、過去10 年に亘り、海上法令執行と海上保安強化の為の技術協力プロジェクト5を実施し、MMEAの
技術力の強化を支援しており、MMEA の技術力は十分である。MPF においても、民間の造船所もしくは MPF の作業場における本
事業対象機材の運営・維持管理にかかる特段の技術的な問題はなく、MPF の職員は本事業対象機材を扱うのに十分な技術力を
有している。

財務面については、MMEA が管理する機材の維持管理のために確保された予算は計画より少ない（過去 3年間において 89,100

                                                  
4 MPF によれば、4または 5台の双眼鏡型レンジファインダーが各基地に配備され、夜間監視活動に効果的に活用されており、1または 2台

は予備として保管されている。夜間監視活動に必要な船艇数は治安状況により異なるが、現在使用可能な 29 台の双眼鏡型レンジファインダ

ーは夜間監視活動を適切に行うのに十分な数である。MPF は修理費用削減及び契約手続き簡素化のため、双眼鏡型レンジファインダーを個

別ではなくまとめて修理を行うことにしており、各地域からの要請をもとに修理に必要な費用を 2015年度予算として確保済みであり、現在

修理契約の締結に向けて手続き中である。
5 2005 年～2009 年海上警備救難プロジェクト、2009 年～2013年海上保安能力向上プロジェクトを実施し、2013年から 2016 年で海上保安実

務能力及び教育訓練制度向上プロジェクトを実施中。



リンギットが確保された）。しかしながら、MMEA、MPF共に機材の修理には十分な予算を確保している。
維持管理面については、本事業で調達された高速艇や機材は「2 有効性・インパクト」において既述のとおり、一部の機材

を除いて良好な状態である。MMEA では MSSS のすべての機材（本事業で調達された機材を含む）について定期点検、測定、並
びに日常の維持管理が行われているほか、契約に基づき納品業者による予知保全が行われている。契約している納品業者は各
システムが最適なレベルで運営、検査、維持管理されるよう、自社負担にてすべての重要部品や日用消費材ならびに必要な支
援を提供している6。MPF では機材の修理（「2 有効性・インパクト」参照）は 2015年中に行われる予定である7。以上により、
実施機関の体制面、技術面、財務面及び維持管理状況に問題なく、本プロジェクトによって発現した効果の持続性は高い。

5 総合評価

本事業は、事業目的とした「MMEA 及び MPF の海上監視、取り締まり、通信、統制能力強化」を概ね達成した。事前評価時に
設定された、全主要海域において映像監視及び遭難電波/不法無線監視を可能にする（MMEA）、夜間の巡視を可能にする、秘匿
を要する通信を可能にする、高速化した不法船の取り締まりを可能にする（MPF）等の指標は目標値を達成した。機材は概ね
良好に管理され、活用されている。持続性について、実施機関の体制面、技術面、財務面、維持管理状況いずれにおいても特
段の問題はみられなかった。

総合的に判断すると、本事業の評価は非常に高いと言える。

Ⅲ 教訓・提言

実施機関への提言：なし
JICA への教訓：
本事業で調達された機材はマレーシア側から提案された型のものであったが、事業完了後にマレーシアにおいて修理や維持管
理が難なく行われるよう、機材の仕様については慎重に検討される必要がある。

マラッカ海峡における不法船の検挙数
                     出所：MMEA

デジタル携帯無線機

デジタル携帯無線機

MMEA のウンダン RSS における
無線方位探知機材の現況

                                                  
6 実施機関への質問票調査を実施した 2014年 9月現在では、契約期間は 2014年 10 月までだったが、契約終了後に新たに 3年間で契約が更

新された。
7 実施機関への質問票調査による。


